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賃貸型冷凍冷蔵倉庫の現在とこれから 

開発の増加とリスクの考え方、賃料の動向 

株式会社ティーマックス 

 不動産戦略室 03-5501-2950 

                                                          

近年、冷凍・冷蔵設備を有する賃貸倉庫の開発計画が相次いで公表されている。その背景とし

て、賃貸型冷凍冷蔵倉庫の需要の高まりが指摘される。本稿では、賃貸型冷凍冷蔵倉庫の需要が

高まる要因について整理するとともに、冷凍冷蔵倉庫の開発状況や投資市場における取引状況、

常温倉庫と比較した冷凍冷蔵倉庫の賃料水準について記述する。さらに開発・運営上のリスクに

ついても考察する。 

 

3 温度帯・冷凍冷蔵倉庫とは 

物流業界では、一般的に輸送、保管時の温度帯区分を 3 温度帯と呼び、「常温」、「冷蔵」、「冷凍」

の三つに区分される。各温度帯区分は必ずしも統一されているものではないが、【図表 1】にて温

度帯ごとの一般的な温度、食品を例とした主な保管品目について示した。本稿では、基本的に【図

表 1】の「冷蔵」と「冷凍」の保管に対応した設備を有する倉庫を「冷凍冷蔵倉庫」と呼ぶ1。 

 

【図表 1】3 温度帯の各温度と食品における主な保管品目 

 常温 冷蔵 冷凍 

一般的な温度帯 10～20℃ －5～5℃ －15℃以下 

主な保管品目 
チョコレート、米、 

ドレッシング等 

野菜、乳製品、精肉等 調理用冷凍食品、 

アイスクリーム等 

 

賃貸型冷凍冷蔵倉庫の需要が高まる背景 

賃貸型冷凍冷蔵倉庫の需要が高まる背景として、まず冷凍食品の消費量増加が挙げられる。近

年、共働き世帯や単身世帯の増加等により、冷凍食品の消費が拡大している。冷凍食品の国内消

費量（一人当たり）2について、推移を【図表 2】に示した。消費量は 2007 年から 2009 年にかけ

て減少が続いたものの、長期的には増加傾向で推移している。2023 年の一人当たり消費量は

 
1 なお、一般社団法人冷蔵倉庫協会は、10℃を超える倉庫を普通倉庫、10℃以下を冷蔵倉庫とし、さらに冷蔵倉

庫について－18℃～10℃を冷蔵、－18℃以下を冷凍と温度帯で分類している。また、倉庫業法施行規則では、

10℃以下を一律で「冷蔵倉庫」と呼んでおり、冷蔵倉庫と冷凍倉庫は分けられていないが、温度帯は、令和 6 年

4 月 1 日施行の「倉庫業法第三条の登録の基準等に関する告示」において、C3～C1 級、F1～F3 級、SF1～SF4

級の計 10 区分に分類され、このうち F1～SF4 級（すなわち－18℃以下）を冷凍倉庫と捉えていると考えられ

る。 
2 消費量は「冷凍食品国内生産量」・「冷凍野菜輸入量」・「調理冷凍食品輸入量」の合計 
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23.2kg で、1997 年比で＋33%であった。また、冷凍食品の国内消費金額3も長期的に増加傾向が

続いている（【図表 3】参照）。2023 年の消費金額は約 1.25 兆円と 2003 年以降で最高であった。

2003 年との比較では、＋44%と大幅に上昇した。 

 

【図表 2】                【図表 3】 

 

一般社団法人 日本冷凍食品協会「国内消費量推移」・「冷凍食品の生産・消費について」を基に弊社作成 

 

2 つ目の理由として、既存の冷凍冷蔵倉庫の老朽化が考えられる。国土交通省によれば、冷蔵倉

庫は通常築 40 年を超えると建替えが行われるとされているなかで、2020 年 4 月時点で全国の

37%、東京都の 34%の営業冷蔵倉庫が庫齢 30 年以上とされている（国土交通省「物流を取り巻く

動向について 令和２年７月」）。現状は冷凍冷蔵倉庫の多くが食品メーカーや食品卸売業者等によ

る自社所有である。老朽化の進行により既存倉庫の建替えや新設が必要となるが、近年の建築費

や地価の高騰に加え、いわゆるフロンガス規制により、2030 年に向け多額の資金を要する自然冷

媒4を使用した冷凍冷蔵機器への転換が求められることにより建替えは容易ではない。今後は建替

えではなく、冷凍冷蔵倉庫の賃貸を検討するケースが増加すると考えられる。建替えの場合でも、

長期間に及ぶ建替期間中の営業に必要な代替スペースを確保する必要が生じる。 

一般社団法人日本冷蔵倉庫協会によれば、倉庫の収容可能なスペースに対する埋まり具合を示

す「庫腹占有率」は 2024 年 3 月時点で主要 12 都市5：90.4%、6 大都市6：94.2%、東京：102.9%

と逼迫した状況にあるが、上記の通り既存施設の建替えは進んでおらず、自社による新設も困難

な状況から、収容能力の不足感が強まっている。 

このような背景から、これまで以上に賃貸型冷凍冷蔵倉庫の需要は高まっていくと予想される。 

 

冷凍冷蔵倉庫の開発状況、保有・新規取得・譲渡の状況 

冷凍冷蔵倉庫に関する動向把握を目的とし、今後の開発状況を整理し、投資市場における取引

状況として J-REIT 各投資法人の冷凍冷蔵倉庫の保有・取得・譲渡の状況を調査した。 

主な開発状況は次頁の表の通りである。早くから冷凍冷蔵倉庫を手がけてきた霞ヶ関キャピタ

 
3 消費金額は「冷凍食品国内生産額」・「冷凍野菜輸入額」・「調理冷凍食品輸入額」の合計 
4 アンモニア(NH3)、二酸化炭素(CO2)、水(H2O)、空気、炭化水素(HC)等 
5 東京、大阪、名古屋、福岡、札幌、仙台、広島、横浜、川崎、船橋、神戸、松山 
6  東京、大阪、名古屋、福岡、横浜、神戸 
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ルは、「LOGI FLAG TECH 所沢Ⅰ」など賃貸型自動冷凍倉庫の開発も行っている。さらに荷主

の荷物を－25℃で一定期間保管する「冷凍保管サービス」も 2024 年秋に開始予定である。日本

GLP は「GLP 神戸住吉浜」の開発をモデルケースとして、冷凍冷蔵マルチテナント型物流施設の

標準化と、賃貸型冷凍冷蔵物流マーケットの拡大を目指す。また、東急不動産は大阪府で計画中

の 2 物件を皮切りに冷凍冷蔵倉庫事業に本格参入した。下表以外でも、ラサール不動産投資顧問

と NIPPO の SPC が名古屋市で計画している「岩塚物流施設（仮称）」では、1 階を冷凍冷蔵のた

めの設備を設置しやすい建物仕様とするなど、冷凍冷蔵テナントを見込んだ開発も見られた。 

これまで賃貸冷凍冷蔵倉庫の開発は、シングルテナントかつ BTS 型7が大半を占めていたが、

その主な開発からは、マルチテナントへの賃貸に対応する物件も増加傾向にあることがわかる。 

 

・主な開発計画  

企業名 物件名 
竣工/ 

竣工予定 
所在 

シングル/ 

マルチ 
特徴・備考 

日本 GLP㈱ GLP 六甲Ⅴ 2024/3 
兵庫県神戸市東灘区 

向洋町東三丁目 

シ ン グ ル

(BTS)型 

全館冷凍冷蔵。防熱後の有

効天井高約 6.0m を確保。

耐荷重は約 2.0t/㎡。自然冷

媒採用。延床約 1 万㎡。 

霞ヶ関キャピ

タル㈱ 

LOGI FLAG 
TECH 所沢Ⅰ 

2024/7 
埼玉県入間郡三芳町 

竹間沢東 
シングル型 

賃貸型自動冷凍倉庫。冷却

機器はオーナー資産。 

延床約 4,300 ㎡。 

霞ヶ関キャピ

タル㈱ 

LOGI FLAG  

DRY & COLD  

仙台泉Ⅰ 

2024/7 
宮城県仙台市泉区 

大沢二丁目 
マルチ型 

3 温度帯対応のマルチテナ

ント型。冷凍冷蔵倉庫部分

は 2 テナントへ賃貸可能。

冷却機器はオーナー資産。

延床約 3.8 万㎡。 

日本 GLP㈱ GLP 神戸住吉浜 2025/2 
兵庫県神戸市東灘区 

住吉浜町 
マルチ型 

全館冷凍冷蔵・全館可変温

度帯仕様。延床約 4.5 万㎡。

最大 8 テナントが入居可。 

三菱地所㈱ 
ロジクロス 

大阪住之江 
2025/3 

大阪府大阪市 

住之江区柴谷一丁目 
マルチ型 

同社で初となるマルチテナ

ント対応型冷凍冷蔵物流施

設(縦割り 3 テナント想定)。

倉庫の一部は温度帯可変式

を採用。延床約 4.4 万㎡。 

特定目的会社

（東急不動産

㈱が出資） 

大阪府大阪市 

西淀川区計画 
2025 春頃 

大阪府大阪市 

西淀川区中島 
不詳 

冷凍冷蔵倉庫。 

延床約 1.9 万㎡。 

JR 西日本不動

産開発㈱ 

（仮称）横浜市幸

浦ＮＫビル 
2026 冬 

神奈川県横浜市 

金沢区幸浦二丁目 
不詳 

一部フロアには、－25 ℃～

+5℃ の範囲で温度調節が

可能な冷却設備を導入予

定。延床約 1.6 万㎡。 

東急不動産㈱

ほか共同事業

者 4 社 

大阪府大阪市住之

江区南港東計画 
2027 秋頃 

大阪府大阪市 

住之江区南港東 
不詳 

冷凍自動倉庫。信託受益権

の一部準共有持分を霞ヶ関

キャピタル㈱より取得。 

延床約 3.6 万㎡。 

企業のリリースや HP 等を基に弊社作成 

 

保有状況に関し、J-REIT 保有の冷凍冷蔵倉庫（ここでは実際の冷凍冷蔵設備の有無に関わら

ず、冷凍冷蔵対応可の物件を含む）は約 60 件で、全物流倉庫に占める割合は約 10%であった。保

 
7 Build To Suit の略語で、入居予定の特定テナントの要望に応じて物流施設を建築する形態をいう 
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有物件の立地は都市部周辺に集中しており、三大都市圏に約 8 割が存する。また、保有物件でマ

ルチテナント対応型の倉庫は 4 割弱と見られるが、複数の入居テナントが現況で冷凍冷蔵倉庫を

使用している事例は極めて少ない。複数テナントが入居する場合であっても、倉庫の一部区画の

み冷凍冷蔵機能を有し、当該部分（加えて常温倉庫の一部区画）を 1 テナントへ賃貸し、他の常

温倉庫部分は別テナントへ賃貸しているケースが多い。また、複数の棟から構成される物件だが、

一つの棟のみ冷凍冷蔵倉庫かつ 1 テナントへ賃貸され、実質一棟貸しのケースも見受けられる。 

冷凍冷蔵設備の資産区分に関しては、テナント資産の物件が多数とみられる。オーナー資産と

判断される例としては、テナントが持ち込んだ冷凍冷蔵設備をテナント退去時に交渉により取得

したケースがある。 

取得・譲渡について、物件の一覧を表にまとめた。J-REIT の 2021 年以降の取得（増築を含む）

は 8 物件が確認されたが、一方で譲渡は REIT の創設以来で 1 物件にとどまっている。冷凍冷蔵

倉庫が長期にわたって保有されていることが窺える。 

 

・J-REIT の取得（2021 年以降） 

法人名 物件名 取得年月 
取得価格 

(百万円) 
所在 特徴・備考 

ラサールロジポート

投資法人 
ロジポート北柏 

2024/4 

(増築完了) 
714 

千葉県柏市 

松ケ崎新田 

敷地内に冷凍冷蔵倉庫を増

築。冷凍冷蔵設備はテナント

負担で工事を行っている。 

大和ハウスリート 

投資法人 

D プロジェクト 

門真Ⅰ 
2023/10 3,120 

大阪府門真市 

北島東町 

シングルテナント(BTS 型)。

常温倉庫・冷凍冷蔵自動倉

庫・冷凍倉庫を備え、3 温度

帯をカバー。 

SOSiLA 物流リート

投資法人 
LiCS 所沢 2023/8 1,325 

埼玉県所沢市 

神米金 

シングルテナントの配送セ

ンター兼倉庫。冷凍・冷蔵設

備はテナントの持ち込み。 

GLP 投資法人 GLP 岡山総社Ⅲ 2023/6 6,980 
岡山県総社市 

長良 

マルチテナント型。冷凍冷蔵

対応可能の区画あり。 

KDX 不動産投資法人

(旧ケネディクス商業

リート投資法人) 

プリマハム 

近畿センター 
2022/4 1,047 

大阪府大阪市 

西淀川区 

竹島二丁目 

シングルテナント(BTS 型)。

準共有持分 90%の取得。 

日本プロロジスリー

ト投資法人 

プロロジス 

パーク海老名 2 
2021/12 15,200 

神奈川県海老名市

下今泉三丁目 

シングルテナント(BTS 型)。

全館 10℃帯の冷蔵倉庫で、1 

階の一部は－20 ℃の冷凍設

備を備える。 

GLP 投資法人 GLP 座間 

2021/7(準共有

持 分 70%) ・

2022/11( 準 共

有持分 30%) 

43,113 

(合計) 

神奈川県座間市 

広野台二丁目 

マルチテナント型。一部区画

が冷凍冷蔵倉庫。準共有持分

を 2 回に分けて取得。 

大和ハウスリート 

投資法人 
DPL 新習志野 2021/4 5,930 

千葉県習志野市 

茜浜一丁目 

マルチテナント型（2 テナン

ト）、全館冷蔵・一部冷凍。 

 

・J-REIT の譲渡（2008 年以降） 

法人名 物件名 譲渡年月 
譲渡価格 

(百万円) 
所在 備考 

大和ハウスリート投

資法人 

D プロジェクト

西広島 
2019/9 1,211  

広島県広島市安佐

南区伴南二丁目 

A 棟と B 棟から構成される

が、A 棟のみ冷蔵区画を有す

る。 

各投資法人、企業のリリースや HP 等を基に弊社作成 
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常温倉庫と比較した冷凍冷蔵倉庫の賃料水準 

 全国に所在する、冷凍冷蔵倉庫（冷凍冷蔵設備を有する倉庫）の契約賃料（予定賃料等を含む）

を収集し、常温倉庫の賃料水準との比較を行った。事例を全館冷凍冷蔵倉庫、一部冷凍冷蔵倉庫、

冷凍冷蔵設備の設置に対応したもの（冷凍冷蔵設備はテナントが設置）の 3 区分に分類し把握し

た。それぞれの契約賃料の加重平均を a.、建物全体を常温倉庫と仮定した場合の相場賃料の加重

平均を b.、a.契約賃料と b.常温相場賃料の比較 a.÷b.を【図表 4】に示した。 

契約賃料は、全館が常温倉庫の場合を 1 とすると、全館冷凍冷蔵が 1.87 倍、一部冷凍冷蔵が

1.39 倍、冷凍冷蔵設備の設置に対応したものが 1.13 倍となった。オーナー資産で冷凍冷蔵設備を

設置する場合、建築費や設備の維持・更新費用が高額となるため（後記）、これらのコストを反映

した契約賃料となっている。また、テナントが冷凍冷蔵設備を設置する場合でも、防熱対策や有

効天井高の確保等のため、常温倉庫と比べて躯体の建築コストが高額となるため、これを反映し

た賃料設定が行われる。なお、全館冷凍冷蔵倉庫や一部冷凍冷蔵倉庫の開発業者へのヒアリング

によれば、開発コストの増加分を概ね適切に賃料へ転嫁できているとのことである。 

 

【図表 4】常温倉庫に対する冷凍冷蔵倉庫の契約賃料 

 
全館冷凍冷蔵 一部冷凍冷蔵 

冷凍冷蔵対応可能 

（冷凍冷蔵設備は 

   テナントが設置） 

a.契約賃料（円/坪) 7,231 4,981 4,612 

b.常温相場賃料（円/坪) 3,869 3,585 4,073 

契約賃料÷常温相場賃料 

（a）   （b） 
1.87 倍 1.39 倍 1.13 倍 

 

開発・運営上のリスク 

これまで述べたように、今後賃貸型冷凍冷蔵倉庫の需要は高まると予想されるが、賃貸型の冷

凍冷蔵倉庫はシングルテナントかつ BTS 型で、建築当初から入居予定のテナントの要請により開

発されたものが大半である。その理由として、以下のような冷凍冷蔵倉庫特有のリスクが考えら

れる。 

① 【開発上のリスク】常温倉庫と比較して建築費や設備の維持・更新費用が高額である 

冷凍冷蔵倉庫の開発業者へのヒアリングによれば、全館冷凍冷蔵倉庫の建築費（設備の設

置費用を含む）は、常温倉庫の約 2 倍程度になるとのことである。設備の更新の際も多額の

費用が必要となるため、賃料に転嫁しなければ投資の採算性が合わなくなる。とはいえ、近

年は建築費に加え都市部を中心に地価も上昇しており、東京臨海部など物流立地の一等地

では開発素地も高額で、開発費用を賃料へ完全には転嫁できないケースも想定される。 

② 【運営上のリスク】入居テナントの業種が限られ、倉庫としての汎用性に欠ける 

 冷凍冷蔵倉庫の入居テナントは、業種が食品・飲料品卸売業者、医薬品メーカー、ネット

スーパー、半導体関連企業等に限定され、その他は入居テナントになりにくく、運営上のリ

スクとなる。実態として、複数のテナントが入居する場合、業種は食料品関係がほとんどで

ある。 

また、冷凍冷蔵設備を備えた区画は常温倉庫としてすぐに賃貸できず、設備がオーナー資
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産の場合は、多額の改装費用や未収入期間が発生する。可変温度帯仕様でなければ入居テナ

ントに応じた温度設定ができず、一度テナントが抜けるとリテナントが難しく、常温倉庫と

比較して汎用性に欠ける側面がある。 

  

これらのリスクから、以前は賃貸型冷凍冷蔵倉庫の開発はシングルテナントかつ BTS 型のもの

が中心であった。そのため、投資市場における取引利回りも常温倉庫よりもやや高い傾向にある。

しかし、近年は可変温度帯の冷凍冷蔵設備をオーナーが導入し、汎用性を高めた倉庫の開発も増

加しており、賃貸需要の増加からもマルチテナント対応型倉庫を開発・運営するハードルは従来

よりも低下していると考えられる。今後、マルチテナント対応型の冷凍冷蔵倉庫の増加により、

常温倉庫との利回り差は縮小に向かうと考えられる。 

 

＊ ＊ ＊ 

 

冷凍冷蔵倉庫は常温倉庫と比べて特有のリスクを有する。しかし、賃貸型冷凍冷蔵倉庫の需要

は今後さらに高まることが予想されるなか、デベロッパー各社は冷凍冷蔵倉庫の開発を積極化さ

せており、マルチテナント対応型の物件の開発も増えつつある。こうした動きがさらに進めば、

冷凍冷蔵倉庫の収容能力不足の課題の解消や、自然冷媒を用いた冷凍冷蔵設備への転換による地

球温暖化の抑制に繋がるとともに、投資市場における投資対象としての優位性も高まることが予

想される。 

足元では首都圏を中心に物流施設の空室率がやや高い状況にあり、慎重な姿勢をとる投資家も

見られるなか、賃貸型冷凍冷蔵倉庫は大きな可能性を有しており、その存在感が高まることに期

待したい。 

 

 

 

免責事項 

レポートは、投資判断のための情報提供を目的としたものであり、投資勧誘や特定の銘柄への投資の推奨を目

的としたものではありません。内容は現時点での判断を示したに過ぎず、データ及び表現などの欠落、誤謬など

につきましては責任を負いかねますのでご了承ください。当レポートのいかなる部分もその権利は株式会社テ

ィーマックスに帰属しており、電子的または機械的な方法を問わず、無断で複製または転送などを行わないよ

うお願いします。 
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〒100-0011 東京都千代田区内幸町 2-2-1 
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TEL：03-5501-2950 FAX：03-5501-2951 
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